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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗:改善　↘:悪化　→:変化なし　―:数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位:千円、人）

補正予算等

269,999
△ 138,637

△ 1,416,224

職員数

3.1
3.1
3.1

決算額

490,507
1,025,209

うち一般財源
47,589
48,020
52,950

合計
（予算現額）
1,071,269

641,156
1,081,073

うち今回補正額
区分

R7年度
R6年度
R5年度

前年度繰越

122,613
15,000

628,761

当初予算

678,657
764,793

1,868,536

予算額

269,999

事業番号 09 04 01 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

⾧野県の園芸作物（果樹、野菜、花き、きのこ）は、県農産物総生産の約77%(2,465億円/県全体3,195億円　令和４年農
水省推計)を占める主要部門であり、りんご、レタス、カーネーション、えのきたけなど全国シェア上位品目をはじめ、質の高い多様な品
目・品種がバランスよく生産されている。一方、生産者の減少や高齢化による生産構造の脆弱化の進行、連作障害の発生や天候不
順の影響による作柄の不安定化、資材高騰等による生産コストの増加が課題となっている。

県内で育成されたオリジナル品種や販売力の高い品目・品種の導入・拡大、スマート農業技術・環境にやさしい栽培体系の導入推
進、規模拡大や生産効率化のための農業機械や集出荷施設等の整備により、競争力が高く、気候変動にも対応できる強靭な園芸
産地を実現する。

①果樹の早期多収・省力栽培の導入推進及び県オリジナル果樹品種の生産振興

・園芸産地強化対策整備事業における令和８年度事業の国補正による前倒しに伴う増額
・国の補正予算を活用し、緑肥作物を活用した化学肥料削減の取組に対し、緑肥種子の購入費用を補助
・国の補正予算を活用し、農業共同利用施設の利用者負担を軽減するため、電気料金、燃油費の高騰分の一部を支援
※その他の事業は当初予算のとおり

当初予算のとおり

②新鮮で高品質な花きを安定供給するための生産・流通技術の導入推進

当初予算のとおり

E-mail pref.nagano.lg.jpenchiku

実績 実績 推移

R7年度
目標値

成⾧産業の創出・振興

稼ぐ力とブランド力の向上

No.

2-1①

2-1②

施策分野（施策の総合的展開名）

事　業　名 園芸総合対策事業
部局 農政部 課・室 園芸畜産課

実施期間 H17 ～

達成
状況

目標値設定理由
R6年度

実績 推移

③施設果菜類等の増収技術や露地野菜における環境にやさしい栽培技術の普及推進

単位
R4年度 R5年度

No. 指標名

年／
年度 数値
2024
(R6)

4,346
（県推計）

2024
(R6)

1,031
(県推計）

直近３か年の状況
年／
年度 数値
2023
(R5) 3,911

2023
(R5) 1,000

目標
年／
年度 数値
2027
(R9) 3,700

2027
(R9) 945

達成目標
（☆印が付いているものは主要目標）

☆農業農村総生産額

果実産出額
2022
(R4)

年／
年度 数値
2022
(R4) 3,719

単位

億円

億円 904

第4期⾧野県食と農業農村振興計画における達成指標（令和
3年度:590ha→令和9年度:680ha）に基づき、計画３年
目である令和７年度は650haを目標値とする。

第4期⾧野県食と農業農村振興計画における生産目標（令和
５年度:48億円→令和9年度:49億円）の目標を上回って
おり、計画３年目である令和７年度は60億円を目標値とする。

第4期⾧野県食と農業農村振興計画における達成指標（令和
３年度:238ha→令和9年度:273ha）の目標を上回って
おり、計画３年目である令和７年度は281haを目標値とする。

①

②

③

650

60

281

↗

↗

↗

621

58

275

603

51

258

635

59

295

↗

↗

↗

ha

億円

ha

りんご高密植栽培面積

主要花き等産出額

施設果菜類等の増収技術導入
面積



No.

4

1

785,913

R7年度
予算

R6年度
予算現額

R5年度
予算現額

予算現額

事　業　名 園芸総合対策事業

事業番号 09 04 01 細事業一覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

1

細事業
No.

細事業名

信州農業生産力強化対策事業

No.

1

うち今回
補正額

千円

50,000 50,000

千円 千円

50,000
0

部局 農政部 課・室 園芸畜産課

令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

⾧野県農業の多様な生産力の向上を図るため、新たな技術の現地への普及や
マーケットニーズに対応した産地の育成に必要な機械・施設等の導入等を支援

実施団体数:38団体

補助金

細事業を構成する主な取組

信州農業生産力強化対策事業

実施方法

2,856
うち今回
補正額 0

千円 千円 千円

細事業
No.

細事業名
R5年度

予算現額
R6年度

予算現額
R7年度
予算

2 皆で取り組む園芸振興事業 2,950 2,856
予算現額

3
野菜の安定生産技術・増収技術及
び環境にやさしい農業の推進

野菜の収量向上技術や環境にやさしい農業の推進に向けた取組（野菜）
負担金

取組課題数:10課題

検討会の開催数:10回

2
新鮮で高品質な花きを安定供給する
ための生産・流通技術の導入

需要期出荷量・品質等の向上に向けた実証ほ場の設置（花き）
負担金

実証ほ場の設置数:10か所

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

1
果樹の多収・省力栽培の導入推進
及び県オリジナル品種の生産振興

早期多収・省力栽培の導入推進及び県オリジナル品種の検討会の開催（果
樹）負担金

実施事業数:16事業（うち今回補正による事業:2事業）

うち今回
補正額 114,999

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

細事業
No.

細事業名
R5年度

予算現額
R6年度

予算現額
R7年度
予算

3 園芸産地強化対策整備事業 983,943 494,129
予算現額

3,640
予算現額 4,500
うち今回
補正額 0

千円 千円 千円

細事業
No.

細事業名
R5年度

予算現額
R6年度

予算現額
R7年度
予算

園芸作物産地基幹施設等の整備
生産・流通コストの低減や高品質で付加価値の高い生産・供給体制の確立等を
図るため、野菜・果樹・花き集出荷施設等の整備を支援補助金

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

1 施設果菜類の増収技術に係る取組

補助金 環境モニタリング装置を活用したデータ活用農業の推進、夏期高温対策としての細
霧冷房実証ほの設置、スマート農業研修会の開催直接

環境モニタリング取組数:２グループ

果菜類増収技術普及推進事業 1,040



細事業
No.

細事業名
R5年度

予算現額
R6年度

予算現額
R7年度
予算

実証か所数:1か所

千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

1 グリーン栽培の現地検証
環境にやさしい持続可能な栽培技術（グリーン栽培）の推進のため、廃プラスチッ
ク削減や減肥・減農薬に資する技術の現場実証を支援補助金

5 グリーン園芸転換推進事業 3,981 3,531
予算現額 1,000
うち今回
補正額 0

千円 千円

127,000
うち今回
補正額 55,000

千円 千円 千円

細事業
No.

細事業名
R5年度

予算現額
R6年度

予算現額
R7年度
予算

6 化学肥料等削減・緑肥転換緊急支援事業 39,159 87,000
予算現額

緑肥種子支援面積:1,650.7ha

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

1
化学肥料等削減・緑肥転換緊急支
援

緑肥作物を活用した化学肥料等の削減の取組を行う農家に対し、協議会等が緑
肥種子を配布するための購入費用を補助補助金

100,000
うち今回
補正額 100,000

千円 千円 千円

細事業
No.

細事業名
R5年度

予算現額
R6年度

予算現額
R7年度
予算

7 農業共同利用施設等光熱価格高騰緊急支援事業 - -
予算現額

助成件数:14件

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

1
農業共同利用施設光熱価格高騰緊
急支援

動力光熱費高騰の影響を受ける農業共同利用施設の利用者の負担を軽減する
ため、電気料金、燃油費の高騰分の一部を支援補助金


